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7. 汚泥処理の基本方針・計画 

市町村構想においては、将来的な発生汚泥の効率的かつ適切な処理を図る必要があ

る。その観点から、汚泥処理に関する実情や特性を踏まえつつ、汚泥処理についての

基本方針をとりまとめ、この基本方針に基づき、汚泥の利活用、汚泥処理の計画を検

討する。 

 

7.1.汚泥処理の現況と課題の把握及び汚泥処理に関連する計画の整理 

7.1.1.汚泥処理の現状 

(1) 公共下水道 

本検討対象区域には、公共下水道印旛処理区があり、印旛沼流域関連公共下水道

に属している。印旛処理区の汚水は、流域下水道花見川終末処理場及び花見川第二

終末処理場で処理されている。 

表 7.1.1に、汚水処理状況を示す。 

 

表 7.1.1 汚水処理状況 

 
出典：八街市統計書（令和３年版） 
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(2) 汚泥処理施設 

本市で収集されたし尿及び浄化槽汚泥の処理は、本市と佐倉市、四街道市、富里市

及び酒々井町の四市一町で運営する「印旛沼衛生施設管理組合」で行っている。 

表 7.1.2に汚泥再生処理センターの概要、表 7.1.3 にし尿・汚泥投入量の実績を

示す。 

 

表 7.1.2 汚泥再生処理センター概要 

 

 

表 7.1.3 令和２年度搬入量実績 

 
引用：印旛衛生施設管理組合汚泥再生処理センターHP 

 

 

  

項 目 内　　　容

対 象 地 区  八街市，佐倉市，四街道市，富里市，酒々井町

施 設 名 称  印旛衛生施設管理組合　汚泥再生処理センター

敷 地 面 積  23,789.57 m3

処 理 対 象 物  し尿・汚泥

処 理 方 法 ・高負荷脱窒処理＋高度処理

処 理 能 力
・生　し　尿： 43kL/日
・浄化槽汚泥：152kL/日

供 用 開 始 年  昭和38年４月

年 間 処 理 量  し尿＋汚泥　17,236.29 kL/年（令和２年度）
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7.1.2.発生汚泥量の算出 

「4.処理区域の設定」で設定した処理区毎に」発生汚泥量を算出する。 

将来における各事業主体の発生汚泥量は、当該市町村の汚泥処理システム構想やバ

イオソリッド利活用計画立案に向けての基礎となる数値であり、原則として当該市町

村における下水道等の実績や既計画に基づいて算出することとする。 

ただし、実績値等がなく、これにより難い場合には、一般的な発生汚泥量原単位を

用いて算出する。 

 

(1) 集合処理区域（公共下水道） 

集合処理区域の汚泥量の算出は、次のように行う。 

印旛沼処理区（流域関連公共下水道事業）の汚泥量については、全体計画で算出

している計画汚水量及び計画水質より、次式を用いて算出する。 

 

 発生汚泥量 =  日平均流入汚泥量 ×  流入 SS 平均濃度 × 10
   

        ×
 除去率 

100
×

 除去 SS 当り汚泥発生率 

100
×

100

 汚泥濃度 

 

 

表 7.1.4に発生汚泥量を示す。 

 

表 7.1.4 集合処理区域における発生汚泥量 

 

  

日平均流入汚水量
(令和31年度)

流入SS平均
濃度

除去率
除去SS当り
汚泥発生率

汚泥濃度
発生汚泥量

(令和31年度)

（㎥/日） （mg/L） （％） （％） （％） （㎥/日）

印旛 長期(R31) 6,293 144 97 117 2.5 41.1

処理区名 期間
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(2) 個別処理区域 

個別処理区域の汚泥量の算出は、次式を用いて算出する。 

 

 発生汚泥量 =  計画処理人口 ×  １人１日平均排出量  

 

計画１人１日平均排出量は、過去の収集実績に基づき次の式を用いて１人１日平

均排出量を求め、これを基に計画目標年次における計画１人１日平均排出量を推計

する。 

 

 １人１日平均排出量 =
 年間総収集量 

 収集人口 × 365
 

 

本市の場合、令和２年度の実績値から算出し、表 7.1.5 に示す。 

ただし、令和２年度の１人１日平均排出量の実績値は、令和 31 年度の計画１人

１日平均排出量と変わらないものとする。 

 

表 7.1.5 個別処理区域（合併処理浄化槽）における発生汚泥量 

 

  

年間総収集量

（令和2年度）

収集人口

（令和2年度）

計画排出量原単位

（令和2年度＝31年度）

計画人口

(令和31年度)

発生汚泥量

(令和31年度)

（kL/年） （人） （L/人･日） （人） （㎥/日）

浄化槽汚泥

（合併処理浄化槽）
長期(R31) 7,782.73 32,405 0.66 21,176 14.0

期間種別



 

7-5 

7.2.汚泥処理に関する基本方針のとりまとめ 

市町村は、現況及び将来の事業別発生汚泥量の算定結果を踏まえ、市町村の廃棄物

処理計画等との調整を図り、汚泥処理に関する基本方針をとりまとめる。 

本市の場合、公共下水道区域は印旛沼流域下水道へ接続しており、浄化槽汚泥はバ

キューム車で印旛衛生施設管理へ輸送し処理しているので、汚泥処理の基本方針の検

討は行わない。 

 

7.3.汚泥の利活用を踏まえた汚泥処理の計画の検討 

市町村は、汚泥処理に関する基本方針に基づき、汚泥処理の計画を検討する。 

本市の場合、公共下水道区域は印旛沼流域下水道へ接続しており、浄化槽汚泥はバ

キューム車で印旛衛生施設管理へ輸送し、処理しているので利活用を踏まえた検討は

行わない。 

 

【汚泥処理に関する検討調書は、別冊「検討調書」の様式-12～15 に示す。】 

 


